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第１章 序論 

 

1.1 研究の背景 

パーキンソン病（以下，PD）は，安静時振戦，固縮，無動，姿勢反射障害といった運動

症候だけでなく，多様な非運動症候が慢性進行性に拡大する神経変性疾患で，症状の日内

変動が激しいことも特徴の一つである．PDの多くは50～70歳で発症し，高齢化が進行して

いる我が国では，今後も患者数の増加が見込まれる．症状コントロールの主要手段は薬物

療法で，運動療法はその補助的手段と捉えられて来た．しかし近年，PD患者に対する運動

療法の中で，Amplitude Exや短期集中的リハビリテーション介入の有効性が実証され，十

分な強度と頻度の運動負荷を加えることでPDの症状進行を抑制できる可能性が示された．

我が国において，運動療法介入を目的に継続的なリハビリテーション（以下，リハ）・サ

ービスを在宅で利用する場合，介護保険制度の利用が勧められている．しかし，介護保険

制度下における訪問リハや通所リハの提供頻度は週1～2回にとどまっており，運動頻度を

十分に確保するためにはホームエクササイズ（以下，HE）の実施が必須と考えられる．理

学療法診療ガイドラインでも，在宅PD患者に対するHEを「行うように勧められる科学的根

拠がある」と判断している． 

 

1.2 ホームエクササイズの実施状況に関する先行研究  

在宅PD患者のHE実施状況については，実施率60～70％との報告が認められ，他のリハ・

サービス利用者よりも日常的に運動を行っている様子が報告されている．しかし，調査対

象者の約8割が「指導された内容を行っていない」と答えた報告や，介助が必要になると運

動頻度が低下することを示した調査も認められ，症状の変動や慢性進行性の経過の中で症

状に応じたHEの実施継続とはなっていない様子が認められた． 

 

1.3 ホームエクササイズに関連する要因の先行研究 

健常高齢者における運動習慣に関連する要因として，欧米では怪我や健康状態といった

身体的要因，抑うつや転倒恐怖心に代表される心理的要因，運動できる環境があるかとい

った環境的要因，さらに医師からのサポートといった社会的要因が明らかにされていた．

本邦においては，グループ活動や家族のサポートという社会的要因，運動効果への期待と

いった心理的要因が男女ともに促進要因として作用し，女性では趣味を持っているという

社会的要因，男性では肥満や痛みがないという身体的要因，外来通院しているという社会

的要因，主観的幸福感が高いという心理的要因が運動習慣定着の促進要因に挙げられてい

る．一方，疾病や障害を有する者におけるHEの実施継続に関連する要因としては，身体的

要因，心理的要因，社会的要因，および環境的要因がHEの促進と阻害の両面に作用してい

ることが示唆されている．PD患者では，HEに関連する要因の先行研究は見当たらず，運動

療法に関連する要因として明確な生活目標を保持すること，自分自身の変化や日常生活活

動に関する自己効力感に着目することが運動療法の継続を促進することが明らかになって

いる． 
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1.4  本研究の目的 

 PD 患者が運動療法の実施継続に関連する要因として，明確な生活目標を持つこと，自分

自身に着目すること，および日常生活活動に関する自己効力感に着目することが挙げられ

ているのなら，HE の実施と継続についても共通する要因が挙げられる可能性がある．この

ため在宅 PD 患者自身が，自己の疾患や身体状況をどのように認識しているのか，そして運

動を行う目的や目指している方向性をどのように捉えているのかを理解することが求めら

れる．そこで本研究は，PD 患者に対する HE の実施継続を支援するための方策に資するた

め，在宅 PD 患者自身が自己の心身機能や生活状況の変化を HE とどのように関連付けてい

るのかを明確化し，その過程で得られた HE に関連する要因の実証を目的とする． 

 

1.5  用語の定義 

本研究においては，施設であるか家庭であるかを問わずに「専門職が運動障害の予防・

改善を目的として，対象者へ直接的に運動を働き掛けるもの」を運動療法と定義し，「医療

専門職の指導の下で，対象者が家庭において運動障害の予防・改善のために継続的に行う

身体活動」を HE と定義した．そして，HE の実施と継続を促進または阻害する要因を「HE

に関連する要因」とした．このため，対象者が家庭において継続している運動であっても

医療専門職の指導がなされていないものは運動習慣とした．  

 

1.6  本論文の枠組み 

 本論文では，在宅PD患者におけるHEの実施状況とその関連要因を調査し，HEを実施・継

続するための促進要因と阻害要因の明確化を試みる．このためには，在宅PD患者の疾患や

身体状況の意味づけ，運動を行う目的や目指している方向性の理解といった内面を捉える

ことが必要不可欠である．そこで本研究は，混合研究法の探索的デザインを応用し，質的

アプローチから量的アプローチへと研究を進めて行くものとする．まず，第一研究は在宅

PD患者の視点から，慢性進行性の経過の中で自己の心身機能や生活状況の変化をHEとどの

ように関連付けているのかを明確化するため，PDの重症度進行に対応したHEの実施と継続

に関連する要因の探索を試みた．第二研究では，第一研究で得られた関連要因から調査票

を作成し，在宅PD患者を対象とした横断的調査を通じて，質的アプローチにより得られた

HEに関連する要因を量的アプローチで検討した． 

 

第 2 章 第一研究 「在宅パーキンソン病患者におけるホームエクササイズ実施継続 

要因の探索」 

 

2.1 目的 

重症度分類に対応して体系化されたリハ・アプローチが提供されるようになっても，症

状の変動によって「自分ではどうしようもない身体」から「対処方法が確立した身体」の

間を PD 患者の自己像が揺れ動いているとの報告や活動制限の進行によって HE の実施頻度

が低下しているとの報告も認められる．したがって，PD 患者の HE を支援するには，慢性

進行性の経過の中で PD 患者自身が自己の心身機能や生活状況の変化を HE とどのように関
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連付けているのか理解することが求められる．そこで本研究の目的は，在宅 PD 患者におい

て，重症度の進行に対応した HE 実施継続要因を PD 患者の視点から探索することである． 

 

2.2 方法 

2.2.1 対象者の選定    

対象者は，Hoehn-Yahr 重症度分類（以下，重症度分類）にて StageⅡ～Ⅳの在宅 PD 患

者 13 名であった．男性 4 名，女性 9 名，平均年齢 75.7±8.6 歳，重症度分類は StageⅡ：

4 名，StageⅢ：5 名，StageⅣ：4 名で，通院リハを 3 名，通所リハを 7 名，訪問リハを 3

名が利用していた． 

2.2.2 データ収集方法 

平成 28 年 4 月から平成 29 年 4 月にかけて，対象者の居宅または診療所内の個室にて，

半構造的インタビューを行った． 

2.2.3 分析方法 

インタビューデータの分析には，Steps for Coding and Theorizasion とマトリクスを

使用した．分析プロセスは，質的研究経験のある筆頭著者が SCAT により得られたフォーム

とマトリクスを作成した．この際，分析プロセスの確実性を確保するため，構成概念とス

トーリーラインの生成過程において，在宅 PD 患者への治療を行っているリハ専門職 1 名に

転用可能性の視点から助言を受けた．また，各対象者のインタビューデータとストーリー

ラインについて参加者チェックを依頼し，ストーリーラインから HE の実施継続要因の抽出

までを質的研究に携わっている研究者 1 名に，確認可能性の視点からスーパービジョンを

受けた． 

2.2.4 倫理的配慮 

本研究は，常葉大学研究倫理委員会の承認を得て実施した（承認番号 2016-006H）． 

 

2.3 結果 

各対象者の理論記述の比較を通じて 21 個の促進要因と， 9 個の阻害要因が抽

出された．  

対象者全ての重症度（以下，全過程）にて HE の実施・継続に促進要因として

関連していたのは【リハ専門職によるモニタリング・指導】，【手すりといった安全対

策の実施】，【興味のあることを HE に取り入れること】,【「できる」という自信】, 【近

親者の理解・協力】さらに【セルフケアと運動を組み合わせて実施すること】の 6 要因で

あった．阻害要因として全過程にて抽出されたのは【転倒リスクの増大】，【On と Off と

の運動状況の格差の拡がり】，【運動徴候による日常生活活動の低下】の 3 要因であった． 

介助がまだ必要でない StageⅡとⅢの両方（以下，部分過程・自立）で促進要因として

抽出されたのが，【HE 効果の実感】，【内服効果の実感】，【運動療法効果の実感】，【目

標を明確に持つこと】，【患者自身の PD に関する理解】そして【他者との比較の中で的確

に自己評価できること】の 6 要因であった．Stage Ⅱレベルのみは【運動習慣の有効性の

実感】で，姿勢反射障害が顕著となった StageⅢレベルのみでは【「運動＝転倒予防」と

の考えを抱くこと】，【楽観的思考による心理的安定を図ること】，【リハ専門職による
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励まし】および【リハ専門職以外の助言者の存在】の 4 要因が抽出された．これに対して

介助が必要となった StageⅣレベル（以下，部分過程・介助）における促進要因は，【介

護者からの適切な働きかけ】，【介護者への負担を減らすために運動すること】，【体の

動きの良い時を選んで実施すること】および【介護者との良好な関係】の 4 要因であった．  

一方，阻害要因として部分過程・自立レベルで抽出されたのは【他者からの視線を過度

に気にすること】で，StageⅡレベルのみの阻害要因は【時間がない，面倒くさいと感じる

こと】，【HE 実施による副作用の存在】，【将来の生活への不安感の発生】の 3 要因であ

った．部分過程・介助レベルでは【「できない」という体験の反復】と【アクシデント(発

熱など)の発生】が阻害要因として抽出された． 

 

2.4 考察 

得られた HEの実施継続要因は，対象者の全ての重症度で共通に抽出された要因と

個々の重症度にて部分的に抽出された要因に分けることができた．また，部分的に抽出さ

れた要因では，介助の必要がないStageⅡとⅢにて認められる要因と介助が必要なStageⅣ

で認められる要因の相違が顕著であった．一方，要支援・要介護者の家庭運動や健常者の

運動習慣確立に影響を与える要因との比較から，本研究にて得られた在宅PD患者のHE実施

継続要因の多くが先行研究の中で既に提示されていることが明らかとなった．同時に，先

行研究では明らかとなっていない在宅PD患者に特異的なHE実施継続要因として，【患者自

身のPDに関する理解】と【セルフケアと運動を組み合わせて実施すること】があり，介助

が必要となった場合には【体の動きの良い時を選んで実施すること】がHEの実施・継続を

促進することが示された．PDは症状の変動が激しい疾患であるため，他の疾患以上に患者

自身がその特性を十分に理解することが在宅療養において重要と考えられ，HEを毎日行わ

なければならないセルフケアと組み合わせるという工夫によってその継続が図られている

ものと考えられた．さらに介助が必要となった場合には，症状の変動を把握した上で動き

の良い時にHEを実施しなければHEを続けることが難しいと認識されていることも示された． 

 

2.5 限界と課題 

本研究の限界は対象者がリハ・サービスの利用を継続できている在宅 PD 患者に限定され

ていることである．よって，リハ・サービスの導入や HE の実施に抵抗を示す PD 患者に対

して本研究の結果を適用することはできない．さらに，すでに何らかのリハ・サービスを

利用している PD 患者から対象者を選定したために，要介護認定を受けた場合に非該当と判

断される可能性の高い StageⅠレベルの PD 患者を対象者に含めることができなかった．こ

れらの限界はあるものの，本研究から得られた 30 個の HE に関連する要因は，在宅 PD 患者

の HE 実施・継続を支援する上で，リハ専門職に考慮すべき指針を与えてくれるものと考え

られる． 

 

2.6 まとめ 

第一研究は重症度分類が StageⅡ～Ⅳの在宅 PD 患者 13 名を対象に，質的分析手法を用

いて，重症度に応じた HE 実施継続要因の探索を試みた．その結果，21 個の促進要因と 9
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個の阻害要因が抽出され，対象者の全ての重症度で共通に抽出された要因と個々の重症度

にて部分的に抽出された要因に分けることができた．また，部分的に抽出された要因では，

介助の必要がない StageⅡとⅢにて認められる要因と介助が必要な StageⅣで認められる

要因の相違が顕著であった．一方，健常高齢者の運動習慣構築や要支援・要介護者に対す

る家庭運動を支援する要因との比較から，【患者自身のパーキンソン病に関する理解】と【セ

ルフケアと運動を組み合わせて実施すること】，および介助が必要となった場合の【体の動

きの良い時を選んで実施すること】が在宅 PD 患者に特異的な HE を実施・継続するための

促進要因となっていることが明らかとなった． 

 

第 3 章 第二研究 ｢在宅パーキンソン病患者におけるホームエクササイズに関連する 

要因の横断的調査」 

 

3.1 目的 

第一研究では重症度の進行に対応した HE 実施継続要因を StageⅡ～Ⅳの PD 患者の視点

から探索し，21 個の促進要因と 9 個の阻害要因を抽出した．そこで第ニ研究では，第一研

究で得られた HE 実施継続要因を在宅 PD 患者における HE に関連する要因と捉え，在宅 PD

患者の HE の実施継続に関する実態を調査した．さらに，HE 実施継続の有無にて対象者の

個々の HE に関連する要因に対する意識に相違が認められるかを確認し，最後に第一研究か

ら明らかとなった HE に関連する要因の重症度進行過程に対応した分類を量的に検討した． 

 

3.2 方法 

3.2.1  ホームエクササイズに関連する要因についての質問項目の作成 

第一研究で得られた 30 項目の HE に関連する要因について，促進要因では「HE を続ける

手助けとなるか」，阻害要因では「HE を続ける妨げとなるか」を問う 5 段階評価の質問文

を作成した．質問の表面妥当性の確認は，2017 年 7 月に全国 PD 友の会静岡県支部の西部

地区理事 2 名と 2017 年 8 月に中部・東部地区理事 3 名に，それぞれ 1 回ずつ質問項目への

解答と内容への助言を依頼した．これらの質問文は，2017 年 8 月に StageⅡの対象者 1 名

に試行し，内容の理解に問題がないことを確認した上で，誤字脱字の修正および「見にく

い」との感想に対して文字の拡大を行った． 

3.2.2 対象者の選定 

対象者は，2017 年 9 月～2018 年 9 月までの間，静岡県下 7 カ所にて 8 回開催した「PD

に対する HE 講座」に参加した PD 患者のうち，有効な調査票の記入を行った 67 名を基本属

性の調査対象者とした．この 67 名から Stage Ⅰレベルの 19 名を除いた 48 名を第二研究

の分析対象者とした． 

3.2.3 調査項目 

 作成した調査票には，第一研究で得られた 29 項目の HE 関連要因に関する 5 段階リッカ

ート方式の質問文を記載した．さらに対象者の基本属性を確認するために，性別，年齢，

重症度分類，疾患名，罹病期間，介護状況およびリハ・サービスの利用状況を確認する項

目を設けた．また HE と運動習慣は実施の有無と実施している場合の頻度，期間および内容
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を確認した． 

3.2.4 調査の実施方法 

 横断調査の実施に当たって，全国 PD 友の会静岡県支部の広報誌に掲載した HE 講座の案

内文に，調査票への回答もプログラムに含まれていることを明記した．講座参加者に対し

ては，書面にて説明した後に，研究同意書への署名を求めた． 

3.2.5 分析方法 

 得られた基本属性の中で HE を週 2 回以上かつ 6 か月以上継続している場合を HE 実施継

続群，それ以外を HE 非実施群とした．基本属性は，第一研究の対象となった Stage Ⅱ～

Ⅳレベルの対象者と StageⅠレベルの対象者における相違を比較した．年齢と罹病期間の

比較には Mann-Whitney の U 検定を用い，その他の基本属性の比較にはχ2 検定を使用し，

StageⅠレベルの特異的傾向の有無を確認した．次に，StageⅡ～Ⅳレベルの 48 名の中で，

HE実施継続群と HE非実施群について，前述と同様の方法で基本属性の群間比較を行った．

その後，HE の実施継続の有無による各質問項目の得点の比較に Mann-Whitney の U 検定を

行い，HE に関連する要因の質問項目得点の群間差を確認した．この際，個々の HE に関連

する要因が抽出された重症度分類のみを母集団とする場合と第二研究の分析対象者 48 名

を母集団とする場合の 2 種類で群間差の比較を行った． 

さらに質問文 29 項目を用いて，HE に関連する要因の構造方程式モデルを作成し，確認

的因子分析によるモデルの検証を行った．観測変数となる 29 の質問項目を第一研究から得

られた重症度進行過程に対応した 9 項目に小包化し，各質問項目の合計点を観測変数とし

た．作成した仮説モデルは，各種適合度指標を用いて評価した．さらに，小包化した各観

測変数内の内的整合性を Cronbach の α係数を用いて確認した．これらを検討後，各観測

変数の得点を説明変数，HE の実施継続の有無を目的変数として Mann-Whitney の U 検定を

行い，各観測変数の得点における群間差を比較した． 

3.2.6 倫理的配慮 

本研究は，常葉大学研究倫理委員会の承認を得て実施した（承認番号：変-2017-507H）． 

 

3.3 結果 

3.3.1 基本属性 

対象者 67 名の基本属性は，男性 31 名（46.3％），女性 36 名（53.7％），平均 67.0±6.2

歳，平均罹病期間は 94.7±73.4 ヶ月であった．重症度分類は，StageⅠが 19 名（28.4%），

StageⅡが 36 名（53.7%），StageⅢとⅣがそれぞれ 6 名（9.0%）ずつであった． 

3.3.2 ホームエクササイズの実施状況と運動習慣の有無 

HE を週 2 回以上かつ 6 か月以上実施していた者は 26 名（38.8％），週 2 回未満あるいは

6 か月未満の実施者は 2 名（3.0％），行っていない者が 39 名（58.2％）であった． 

3.3.3 StageⅡ～Ⅳの対象者と StageⅠの対象者における基本属性の比較 

StageⅠレベルの PD 患者は，StageⅡ～Ⅳの PD 患者よりも HE 実施継続状況とリハ・サー

ビス利用状況が有意に低かった． 

3.3.4 ホームエクササイズ実施継続の有無による基本属性の群間比較 

 StageⅡ～Ⅳの在宅 PD 患者を対象に，HE を週 2 回以上かつ 6 か月以上継続している 22
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名を HE 実施継続群，それ以外の 26 名を HE 非実施群に分け，基本属性の群間比較を試みた

が，性別意外には群間差は認められなかった． 

3.3.5  ホームエクササイズに関連する要因についての質問文 29 項目の群間比較 

単変量解析の結果からは，第一研究にて抽出された HE に関連する要因が，抽出元の重症

度分類に対して特異的に関連する要因であることを実証することはできなかった．しかし，

StageⅡ～Ⅳの全過程であれば【リハビリテーション専門職のモニタリング・指導】と【セ

ルフケアと運動を組み合わせて実施すること】だけでなく，【リハビリテーション専門職に

よる励まし】，【リハビリテーション専門職以外の助言者の存在】，および【運動習慣の有効

性の実感】も加えた 5 つの促進要因の得点が HE 実施継続群において有意に高値となってい

た． 

3.3.6 ホームエクササイズに関連する要因の仮説モデルの妥当性検証 

確認的因子分析の結果は，HE に関連する要因を促進と阻害の 2 つの潜在要因に分類した

9 つの観測変数から構成された仮説モデルがχ2 値=29.85，df=23，ｐ=0.27，CFI=0.97，

RMSEA=0.06 となり，良好な適合度を確認できた．観測変数における内的整合性の確認では，

5 つの促進要因全てで内的整合性を確認することができたが，阻害要因は全ての観測変数

で内的整合性を認めることができなかった．小包化された観測変数ごとに HE 実施継続の有

無による合計点を比較すると，【介護者からの働きかけが適切に行われること】，【介護負担

の軽減を目的に運動を行うこと】，および【身体の動きの良い時を選んでホームエクササイ

ズを行うこと】にて構成されている部分過程・介助レベル促進要因にて，HE 実施継続群が

有意に高得点を示していた． 

 

3.4 考察 

3.4.1  StageⅡ～Ⅳの対象者と StageⅠの対象者における基本属性の比較 

StageⅡ～Ⅳレべルと StageⅠレベルの対象者間で基本属性の相違を比較すると，本研究

の対象者においては，医療保険，介護保険のいずれにおいても，StageⅠレベルの在宅 PD

患者においてリハ・サービスにアクセスできている者が少なく，継続的なリハ・サービス

の不足を補うために行われる HE の実施継続者も少ない実態が明らかになった． 

3.4.2  ホームエクササイズ実施継続の有無にて個々のホームエクササイズに関連する

要因に対する意識に相違が認められるのか 

単変量解析の結果からは，第一研究にて抽出された HE に関連する要因が，抽出元の重症

度分類に特異的に関連していることを実証できなかった．むしろ，StageⅡ～Ⅳの全過程の

中で 5 つの促進要因が在宅 PD 患者の HE に関連する要因であることが示された．このよう

な促進要因が，運動経験や効果への気づき，さらにソーシャルサポートに該当する要因で

あることから，PD 患者は慢性進行性に症状が変化していく中で適切な情報提供や専門的サ

ポートの必要性を認識し，HE に関してリハ専門職による心身両面のサポートを求めている

様子が伺えた． 
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3.4.3 ホームエクササイズに関連する要因の重症度の進行過程に対応した仮説モデル 

の検証 

第一研究から得られ HE に関連する要因の重症度進行過程に対応した分類を，確認的因子

分析で実証することはできず，在宅 PD 患者における HE に関連する要因の説明には，Stage

Ⅱ～Ⅳの全過程を促進要因と阻害要因に分類したモデルが適していると考えられた．ただ

し，観測変数の内適整合性は，促進要因のみで確認されたため，本モデルにおける阻害要

因の検証についてはさらに検討を重ねる必要が認められた． 

 

3.5 限界と課題 

本研究の限界は第一に，質問文作成にあたり，PD友の会の理事5名に内容妥当性の確認を

行っている．しかし，内容妥当性は当該領域の一定以上の経験と知識を有するエキスパー

トが担当しなければならず，質問文の内容が十分に吟味できたとは言い切れない．第二に

は，仮説モデルにおける阻害要因に関する観測変数にて，内的整合性が担保できなかった．

これは質問文の作成に当たり，促進要因は「･･･はHEを続ける手助けとなるか」，阻害要因

の場合は「･･･はHEを続ける妨げとなるか」と質問しており，促進と阻害でHEへの作用が

180°違っている．このような場合，質問文の文章も全て「･･･はHEを続ける手助けとなる」

に統一し，阻害要因は逆転項目として採点時に得点の反転を行うことで質問文を解釈する

際の混乱を防ぐことが必要であった．第三に第二研究の対象者は，より主体的にHEへの取

り組む姿勢を示している在宅PD患者を想定し，HE講座を開設することでその参加者を対象

者とした.このため，会場に自力で来ることができるPD患者が対象者の中心となるため，構

成比率が軽症PD患者に偏り，十分な標本数を確保することができなかった 

しかし，講座参加者の1/4以上にStage Ⅰレベルの在宅PD患者が含まれていたことは，こ

のレベルのPD患者にHE支援へのニーズが存在することを示しているものと考えられる．同

時にStageⅠレベルの在宅PD患者の自主的な運動を支援していく場合には，StageⅡ～Ⅳレ

ベルのPD患者とは異なる関連要因の存在も想定する必要性が明らかとなった． 

 

3.6 まとめ 

本研究は，第一研究で得られたHE実施継続要因を在宅PD患者におけるHEに関連する要因

と捉え，個々の関連要因に関する在宅PD患者の意識を明らかにするために29項目の質問文

を作成し，HEの実施継続の有無により個々のHEに関連する要因に対する意識に相違が認め

られるかどうかの確認と，第一研究から明らかとなったHEに関連する要因の重症度進行過

程に対応した分類を実証するために量的検討を行った．単変量解析の結果からは，第一研

究にて抽出されたHEに関連する要因が，抽出元の重症度分類に対して特異的に関連する要

因であることを実証することはできなかった．しかし，StageⅡ～Ⅳの全過程であれば【リ

ハビリテーション専門職のモニタリング・指導】と【セルフケアと運動を組み合わせて実

施すること】だけでなく，【リハビリテーション専門職による励まし】，【リハビリテーショ

ン専門職以外の助言者の存在】，および【運動習慣の有効性の実感】も加えた5つの促進要

因の得点がHE実施継続群において有意に高値となっていた．さらに確認的因子分析の結果，

HEに関連する要因を促進と阻害の2つの潜在要因に分類した9つの観測変数から構成された
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仮説モデルの妥当性が確認され，小包化された部分過程・介助レベル促進要因にて，HE実

施継続群が有意に高得点を示していた．しかし，内的整合性は促進要因の観測変数しか実

証することが出来なかった． 

 

第 4 章 総合考察 

 

4.1 本研究の総括 

第一研究から第二研究を経て検証された在宅 PD 患者における HE に関連する要因は，重

症度の進行段階によって変化するものではなく，StageⅡから StageⅣまでの本研究におけ

る全過程の対象者にて共通に認められるものであった．特に在宅 PD 患者自身が HE の実施

継続にとって重要と考える関連要因は，【リハビリテーション専門職のモニタリング・指導】，

【セルフケアと運動を組み合わせて実施すること】，【リハビリテーション専門職による励

まし】，【リハビリテーション専門職以外の助言者の存在】，【運動習慣の有効性の実感】の

5 つであった．さらに，介助レベル促進要因を構成する【介護者からの適切な働きかけ】，

【介護者への負担を減らすために運動すること】，【身体の動きの良い時を選んで実施する

こと】，および【介護者との良好な関係】も HE の実施継続を促進する可能性が認められた．

このうち【セルフケアと運動を組み合わせて実施すること】と【体の動きの良い時を選ん

で実施すること】は，第一研究にて在宅 PD 患者に特異的な促進要因として提示したもので

あった． 

 

4.2 本研究の新規性と臨床への応用可能性 

本研究の新規性は，在宅 PD 患者の HE 実施継続を促進する要因を PD 患者の視点から具体

的に明示できたことである．明らかとなった関連要因には，ソーシャルサポート，HE 実施

上の工夫等が含まれており，身体的要因が慢性進行性に変化しても介入操作の可能性が残

る関連要因が明確化された．本研究は，リハ専門職と在宅 PD 患者双方にとって有用なチェ

ックリストの確認項目を明確にできた点で，臨床的に意義のある研究であったと言うこと

ができる．今後は本チェックリストを用いた「在宅 PD 患者に対する HE 支援プログラム」

を構想し，ランダム化比較試験を用いた介入研究へと展開して行くことが求められる． 

 

4.3 今後に残された課題 

4.3.1 第一研究で抽出された阻害要因の再検証 

本研究の残された課題の第一は，第二研究では実証されなかった9個の阻害要因が，在宅

PD患者のHE実施継続を阻害していないかどうかを再確認することである．第一研究にて抽

出された阻害要因の検証については，質問に対する誤った解釈の防止や間接的に影響を与

える要因も考慮に入れて量的アプローチの再検討を行う必要性が認められる． 

4.3.2 StageⅠレベルの在宅パーキンソン病患者におけるホームエクササイズ関連要因

の解明 

本研究においては第一研究で得られた結果を第二研究にて実証するという枠組みを採用

したため，第一研究で対象者に含まれなかった StageⅠレベルの在宅 PD 患者を第二研究の
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分析対象者に含めなかった．StageⅠレベルの PD 患者は調査票の有効回答者の中で約 1/4

を占めており，HE に関するニーズを持っていることが明らかである．よって，StageⅠレ

ベルの HE 関連要因を探索し，第二研究の結果と同じ 8 個の促進要因が抽出されるのか，そ

れとも新たな HE 関連要因が抽出されるのか，確認することが必要と考える． 

 

第 5 章 本研究の結論 

 

在宅 PD 患者の HE 実施継続に資するため，第一研究では在宅 PD 患者の視点から HE 実施

継続要因を探索し，生成された HE に関連する要因を第二研究では調査票を用いた量的アプ

ローチにて検討した．第一研究から第二研究を経て実証された在宅 PD 患者における HE に

関連する要因は，重症度の進行段階によって変化するものではなく，StageⅡから StageⅣ

までの本研究における全過程の対象者にて共通に認められるものであった．特に在宅 PD

患者自身が HE の実施継続にとって重要と考える関連要因は，【リハビリテーション専門職

のモニタリング・指導】，【セルフケアと運動を組み合わせて実施すること】，【リハビリテ

ーション専門職による励まし】，【リハビリテーション専門職以外の助言者の存在】，【運動

習慣の有効性の実感】の 5 つであった．さらに，介助レベル促進要因を構成する【介護者

からの適切な働きかけ】，【介護者への負担を減らすために運動すること】，【身体の動きの

良い時を選んで実施すること】，および【介護者との良好な関係】も HE の実施継続を促進

する可能性が認められた． 

日内変動や日間変動が激しく，慢性進行性の経過を辿る PD の特異性を踏まえると，HE

の促進要因の中でも，身体状況を理解した上で HE を続けるための工夫に取り組むこと，そ

して専門家からの適宜・適切なフィードバックを受けられることが，在宅 PD 患者にとって

HE を続けていく上で重要であることが確認できた．また，第一研究で明らかにした 30 項目

の HE に関連する要因の中で，9 つの促進要因が HE の実施継続を支援するために重要である

ことを実証し，これらを用いたチェックリストを提示することができた．今後は，残され

た課題である HE に対する阻害要因の再検証と StageⅠレベルにおける関連要因の探索に取

り組むと共に，チェックリストの信頼性と妥当性の検証を行い，在宅 PD 患者における症状

の進行防止と廃用症候群の予防にチェックリストが貢献できるようなシステム作りが必要

と考える． 

 

以上 
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